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非行行動の予防に寄与する学校要因の実証的検討

-非行行動多発期における学校要因の分析から-

問題と密約

本研究の目的は，中学校における生徒の非行

行動の予防に寄与する学校要国を明らかにし，

それらの学校要因間の関連と影響力の差異につ

いて検討することである。

我が国における児童・生徒の非行問題は，深

刻な状況にある。文部科学省 (2006)の報告で

は，児童・生徒の学校内外での暴力行為は， 1981 

年度より増加傾向にあり， 2000年度にそのピー

クを迎えている。また， r平成 17年版犯罪白書j

(法務総合研究所， 2006)において，少年非行

は 1998年度を境に減少傾向にあるが，いまだ

予断を許さない状況にある。このような状況の

中で，学校教育においても，児童・生徒の非行

行動への対応，特に非行行動を未然に予妨する

ための試みが多く期待されている。それにも関

わらず，学校における非行行動への予防的な介

入はいまだ不十分な状態にある。その理由のー

っとして，学校教育における非行行動への対応

が，問題が発生してからの事後指導にその焦点

がおかれ，予j功的な視点が不十分であることが

挙げられる。

Sugai & Horner匂002)は，暴力を中心とした

克章・生徒の問題行動を予防するためには，従

来の対処型 (reactive) アプローチから先手型

(proactive)アプローチ(肯定的で予紡的なア

プローチ)に移行することの重要性を指摘して

いる。しかし，児童・生徒の非行行動を予防す

るための先手型アプローチについての研究知見

は，不十分である。森下 (2002)は，非行行動
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を予防する学校特性に関する先行研究の検討を

行った。そこから，①学校概要，②学校規簿，

③カリキュラム，教育内容，④学校内の人間関

係，⑤学校経営上の特徴の 5つの要因を噂き出

し，それらの要因関の関係について仮説的な枠

組みを提示した。しかし これらの要因に含ま

れる構成要素，要因間の関係については，実証

的に検討されていない。また過去の研究におい

ても，非行行動を予防すると仮定された学校要

因と非行行動間の関連を示したものはほとんど

見られない

そこで，本研究では，森下 (2002)の枠組み

をもとに，非行行動を予防する学校要因につい

て明らかにするために，以下の 3つの課題を設

定する。その課題とは，①非行行動の予防・促

進に寄与する学校要因について，それぞれの要

因の構成要素を明らかにする，②それぞれの要

因間の関係を明らかにする，③それぞれの要因

が，非行行動の予防に対してどの程度影響力を

持っか，またその影響力の差異について検討す

ることである。そのために，今回の研究では，

中学校の教職員を対象とした調査から，非行行

動が多発した時期について，回想、法を用いてそ

の時期の学校要国の特徴について明らかにする。

方法

質問紙は，フェイスシート及び 86項目から

構成される。質問紙は，森下 (2002)の非行行

動に関連する学校要留についての先行研究の展

望を元に，その枠組みに従ってその内容を作成

した。学校要窟として検討するものは，①学校

概要，②学校規律，③カリキュラム，教育内容，
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④学校内の人間関係，⑤学校経営上の特徴の 5

つである。

なお，今回の質問紙は，調査時点での学校要

因を尋ねるものではなく，対象者に過去勤務し

たある特定の年度について尋ねるものであり，

回想法の形式を採用した。

1.質問紙の構成

( 1 )フェイスシート

フェイスシートは，被験者の性別，教職経験

年数，及び経験した校務分掌の 3つである。

( 2 )生徒の非行問題に関する項目

本調査では，質問紙対象者が過去に勤務した

中学校の中で，最も非行行動を示す生徒が多か

った年度とその学年について尋ねる形式を取っ

た。最初に，①それが何年前の年度であるか，

②その年度の担当学年について質問した。なお，

回想、法であることを考慮し，対象とする年度は

過去 10年間に限定した。

次に，その想起した年度の非行行動を示した

生徒の割合を尋ねた。質問紙で設定した非行行

動は，①飲酒・喫煙，②学校内外での暴力行為，

③窃盗(万引き，自転車・バイク窃盗)，ならび

に④非行行動全体の 4つである。それぞれにつ

いて，非行行動を示した生徒の割合についてr1 . 

"-'5%， 2. 5'"'-'10%， 3. 10'"'-'15%， 4. 15 

'"'-'20%， 5. それ以上Jの 5%単位で回答を求

めた。

( 3 )学校概要に関する項目

学校機要に関する項目は，①学校規模，②学校

地区の特徴，③学校地区の犯罪問題・非行問題，

④保護者の学校教育への関心である。

学校規模に関しては，学校全体の学級数をr1 . 

6学級以下， 2. 7'"'-' 12学級， 3.13-----18学級，

4. 19学級以上Jの 4件法で尋ねた。

学校地区の特ー徴については， r農村地Jr市街

地Jr昔からの住宅地Jr新興住宅地Jの 4つに

ついて複数回答で回答を得た。

学校地区の犯罪問題・非行問題については，

r 1 .非常に深刻だ、った 2. やや深刻であっ

た， 3. 余り深刻でなかった 4. ほとんど深

刻で、なかったJの 4件法で尋ねた。

保護者の学校教育への関心については保護

者の学校教育への関心や参加， PTA活動等は

どうでしたか。 j という項自を設定し r1 .非

常に熱心 2. まあ熱心， 3. 余り熱心でなか

った 4. 全く熱心でなかったJの 4件法で尋

ねた。

(4 )学校経営上の特徴に関する項目

学校経営上の特徴に関する項目は，森下

(2002) の先行研究の展望を元に， 18項目を

設定した。項自は， Roberts， Hom， Battistich 

(1995)の教師の「学校共同体感覚尺度j の f意

思決定における教師の影響と参加」尺度を翻訳

した 4項自，伊藤(1998)の「教育相談体制の

現状j に関する項目のうち生徒指導部会J

尺度 3項目， r情報交換j 尺度 6項目，筆者が

設定した[校内研修j に関する 5項自を含む。

( 5)学校内の人間関係、に関する項目

学校内の人間関係に関する項目は 3 大きく 3

つに分類して設定した。それは，①教師間の人

間関係，②生徒間の人間関係，③生徒・教師関

の人間関係，である。

1 )教師間の人間関係に関する項E

教師関の人間関係に関する項目は， Roberts 

et a1. (1995)の教師の「学校共同体感覚尺度J

のうち教職員間の人間関係に関する下位尺度で

ある「教師の向僚性と共有された目標と価値j

尺度の 9項目のうち，翻訳した 8項目を使用し

た。

2) 生徒間の人間関係に関する項目

生徒間の人間関係に関する項目は，森下

(2002) の先行研究の展望を元に 6項患を設定

した。項目は全て筆者によって作成されたもの

であるo

3 )生徒・教師間関係に関する項目

生徒・教師間関係に関する項目は，森下(2002)

の先行研究の展望を元に 9項目を設定した。項

目は全て筆者によって作成されたものである。

( 6 )教育内容に関する項言

学校内の人間関係に関する項目は，森下

(2002) の先行研究の展望を元に，大きく 4つ

に分類して設定した。それは，①学習の充実に

関する 3項自，②共同的な学習経験に関する 4
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項岳，③特別活動・課外活動の充実に関する 4

項目，④非行行動についての予防的教育活動に

関する 8 項~，の計 19 項目である。項目は全て

筆者によって作成されたものである。

( 7 )学校の規制に関する項医

学校の規則に関する項目は，森下 (2002) の

先行研究の展望を元には項目を設定した。項目

は全て筆者によって作成されたものである。

2. 手続き

調査は 2004年 5月に行われた。調査対象は，

A県B市の全中学校 7校に勤務する中学校教員

であった。調査は B市教育委員会の指導主事

を通じて各学校長に調査依頼を行い，各中学校

の担当者が教員に質問紙を配布・回収した。有

効回答数は 103名(男性 58名，女性 45名)で

あった。

結果

1.項目の分析

項目の分析に際して，最初に(1 )において

非行行動の程度の分類を行った。(2 )以鋒では，

全て「よく当てはまるJを 4点， rやや当ては

まるj を 3点， rあまり当てはまらなしリを 2

点まったく当てはまらないJを 1点に数値

化し，分析を行った。

また，因子分析に先立ち，項目分析を行った

が，平均値が1.5以下または 3.5以上の項目，

標準偏差の極端に小さい項自，頻度に偏りのあ

る項目を検討したところ，分布に偏りのある項

目はなかった。

( 1 )非行行動の程度の分類

非行行動を示した生徒の割合は，各非行行動

J5IJに以下のような結果となった。

「飲酒・喫煙型非行Jは， 5%未満が 52.4%，

5"'-'10%が 22.3%，10-----15%が 12.6%，15'"'-' 

20%が 5.8%，20%以上が1.0%であった。後

の分析のために， r飲酒・喫煙型非行jについて

は， f5%未満群Jf5"'-'10%群Jr10%以上群J

の 3群に分類した。

f暴力型非行Jは， 5%未満が 74.8%，5'"'-'10% 

が 17.5%，10"-'15%が1.9%，15"-'20%が1.0%

であった。後の分析のために， r暴力型非行jに

ついては r5%未満群Jr5%以上群Jの 2群に

分類した。

「窃盗型非行Jは， 5%未満が 67.0%，5'""-"10% 

が 24.3%，10~15%が 3.9%，であった。後の

分析のために， r窃盗型非行」については， f5% 

未満群Jr5%以上群Jの 2群に分類した。

「非行行動全体Jは， 5%未満が 41.7%，ら

----10%が 30.1%， 10~15%が 16.5% ， 15~20% 

が 5.8%，20%以上が1.0%であった。後の分析

のために， r非行行動全体Jについては， f5% 

未満群Jr 5-----10%群Jrl0%以上群Jの 3群に

分類した。

(2)学校経営上の特徴に関する項目の分析

学校経営上の特徴に関する 18項目について

因子分析を行った。総項自問相関を算出したと

ころ， .70以上の相関のある項目が一組存在し

た u生徒指導部では，生徒への指導の方向性に

ついて話し合っていたJx r生徒指導部では，

問題行動の防止について話し合っていたJ)0 し

たがって，標準備差の小さかった「生徒指導部

では，生徒への指導の方向性について話し合っ

ていた」の 1項目を除く 17項尽について因子分

析を行った。

因子分析は，主因子法を用いて，さらにプロ

マックス回転を行った。因子負荷量が.40以下

の項目， 2因子以上にわたって因子負荷量が.40

以上の項目を削除しながら検討を加えた結果，

15項目， 3困子が抽出された (Table1)。

因子 Iは， 5項目からなる。これらは，教職

員の積極的な態度，教職員間での援助的な態度

に関する項目である。よって，因子 Iは教職

員開の積極的・援助的態度」と命名した。因子

Hは， 6項目からなる。これらは，教職員間で

積極的にコミュニケーションが行われているこ

とを示す項目である。よって因子 Hは， r教職員

間の相互コミュニケーションj と命名した。因

子医は， 4項目からなる。これらは，校内研修

が積極的に行われていることを示す項目である。

よって，因子田は， r校内研修の充実Jと命名し

た。

各下位尺度について，クロンパックの α係数
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Table 1 学校経営に関する項自国子の分析結果(主因子・プロマックス回転)

項目 回ヱ τ

因子 1:教職員聞の積極的・援助的態度
生徒の問題が起きたとき，控任を援助する教職員が多かった
教職員閉で生徒の棟子について自由に話ができる雰盟気があった
学校の百標、実践の計酒に多くの教職員が積極的な役割を担っていた
教職員間で生徒の理解の仕方や指導方法について意見を言いにくかった
多くの教職員は、教育実践を計画することに積極的であった

菌子 ll:教職員間の相互コミュニケーション
生徒指導部では、生徒の問題について報告しあっていた
多くの教職員は、学校教育に関連する意思決定に参加していた
生徒指導部では、問題行動の防止について話し合っていた
管理職は、学校教育に関する;意思決定をする事前に教職員と相談していた
生徒の問題を生徒指導部や管理職などに気軽に相談できた
学年部会では、生徒の理解の仕方や指導方法について話し合われていた

陸子盟:校内研修の充実
教育相談に関する校内研修が充実していた
教育相談体制がよく整備されていた
学習指導に関する校内研修が充実していた
生徒指導に関する校内研修が充実していた

出 J L 因 干II 富士子盟実軍曹

.84 .08 戸 .17 66 

.79 一.22 .13 .55 

.64 14 .04 .58 
へ6，3 12 ー 10 .38 
.61 一.01 15 .47 

.06 .74 02 .63 
一.13 .10 .04 .42 
-.13 .69 .00 .38 
01 .49 10 .32 
38 .44 -.07 .48 
.35 .40 一17 .35 

一.05 .01 .90 .77 
一.05 .24 .61 .55 
.22 一.14 .58 .40 
.14 .35 .41 .59 

82 .79 .81 
40.62 10.36 8.70 
40.62 50.98 59.68 

順一一
一

Table2 1務股頼関全iに関掲項目町溺子剣形結果
(調子的

項百 因子I莞菌室
関紛争~と'(j)却ザJオ錯!同~く司λ 多く
。:繍蝦泊朔7てくれぷ二型幻こ .81 .66 

耕絹貯澗来訪糖合でJ掛拍りた .80 .伍

耕輔持活昨酸札砂¥腕沿って
しりた .78 .61 

耕瀧言が槻勤で買初来酌仕掛移めりた .66 .43 
繍 蝦7)叱れ局弧立Lてし切菌却した 一.日 .42 

戦{回臓世の情多念くを舛持っ駒てし)(酬たとユてお宮〉 .ω .36 

E璃変 .86 
回有?直 3.14 
因子容与率 52お

により信頼性の検討を行った。その結果， r教職

員間の積極的・援助的態度Jr教職員間の相互コ

ミュニケーションJr校内研修の充実jの α係数

はそれぞれ， .82， .79， .81であり，一定の信頼

性が示された。

(3 )学校内の人間欝係に濁する項目

学校内の人間関係に関する項目について，そ

れぞれ因子分析を行った。

1 )教師聞の人間関係に関する項目

教師簡の人間関係に関する 8項自について，

総項目筒相関を算出したところ，他の項自と .70

Table 31否泡均史埠軍事事茅Jに祷す芯項目¢因子分
析材課(調子掛

項目
全当選習欄{菊之と沼£く冷財斗ごうな
感二札jと

疏泣かザ組当初移めりた
ヨ当選申:む~官自治顎毛主収あった
信網士てお豆長を坊拾う粗野
あづ「こ

羽衣
固有直
寄与率

因子I持重性

.75 団

.73 .53 

.56 .32 
-.51 .26 

.73 
2.22 
41.臼

以上の相関のある項目が存在した(r教職員は

お互いに支援的であったJr教職員全員が共通の

目擦に向けて共に働く感覚があったJ)。したが

って，この 2項目を除く 6項目について関子分

析を行った。

因子分析は，主因子法を用いて行った。その

結果， 6項目因子が抽出された (Table2)。

国子名は， Roberts et a1. (1995)の命名に従い，

f教師の問領性j とした。尺度について，クロ

ンパックの α係数により信頼性の検討を行った。

その結果，因子の α係数は， .86であり，一定

ro 
qノん】



Table 4 r教師・生徒慌の宵掛端係jに欝する項目の習
子分析の結果(主因子淘

項目 因子i一実蓮荏
多くの生徒と耕鼓員との間でイ訴町議系が
作られてし史 .81 .65 

多くの釘走が耕議員を「先生Jr大人Jとし
てf諒頁してしずこ .78 .60 

鞠が鼓多員カのり播た尊に生徒梢柑尋して従うこと
.73 .53 

生多徒治はり函たった時に耕議員を頼ることカ2
.64 .41 

鞠哉員と生徒との個別相誌が多く行なわ
れてし、た .60 .35 

耕哉員の揺きむこ生徒が反捌句な態度を

生取徒るとこ必と要が以多上カりlこたZ間住をおし 1て接する教
一.52 .27 

耕職哉員員がと多生か徒っがた気軽に会話できる雰囲気
一.51 .26 

があった .44 .19 

α夜薮 .84 
固有値 3.28 
寄与率 40.94 

Table 5 r学習指導の充実Jに関する項目の因子分
析結果(主因子法)

項目
学年では学習指導が充実していた
積極的に授業に参加する生徒が多
カミった

授業が成立しなし、ことがしばしばあった

α係数
盟有値
寄与率

因子 1共通性
.88 .77 

.67 .45 
-.50 .25 

.70 
1.48 

49.23 

の信頼性が示された。

2 )生徒関の人関関係、に関する項目

生徒間の人間関係に関する 6項自について，

総項目間相関を算出したところ， .70以上の相

関のある項目は存在しなかった。したがって， 6 

項目全てについて因子分析を行った。

因子分析は，主国子法を用いて行った。その

結果， 4項目因子が抽出された (Table3)。

因子名は， r生徒間の否定的関係」とした。尺

度について，クロンパックの α係数により信頼

性の検討を行った。その結果，因子の α係数

は， .73であり，一定の信頼性が示された。

3 )生徒・教師間関係に関する項g

生徒・教師間関係に関する 9項自について，総

項呂間相関を算出したところ， .70以上の相関

のある項目は存在しなかった。したがって， 9 

Table 6 I共同的学習の充実Jに関する項目の因子分析
結果(主国子話会

護団 因子I共通底
学年明日苦動などの集団活動瀬樹句
に行われてし吃 .76 .57 

学年では班活動などの集団活動がうまく
し功なし 1ことが多かった 一.61 .38 

生徒同士がお互いに教えあうような学習
活動が多くあった .58 .34 

学年で1:1:7'ノレーブ浮習など、の共同的k
学習活動が多く行なわれてし叱 .49 .24 

α夜薮 .70 
固有値 1.53 
寄与率 38.21 

Table 7 I特別活動・3紗ト活動の充実jに関する項自
の因子分析結果(主国子法)

項目
部活動が積極的に行なわれていた
部活動に多くの生徒が参加していた
学校行事-が盛んだった
生徒会活動，委員会活動が活発で、
あった

α官安
田有値
寄与率

因子I英軍在
.71 .50 

.66 .44 

.66 .44 

.64 .41 

.76 
1.79 

44.72 

項目全てについて因子分析を行った。

因子分析は，主因子法を用いて行った。その

結果， 8項 目 因 子 が 抽 出 さ れ た (Table4)。

因子名は教師・生徒聞の肯定的関係、jとした。

尺度について，クロンバックの α係数により信

頼性の検討を行った。その結果，因子の α係数

は， .84であり，一定の信頼性が示された。

(4)教育内容に関する項目

教育内容に関する項目について，それぞれ菌

子分析を行った。

1 )学習の充実に関する項目

学習の充実に関する 3項目について，総項目

関相関を算出したところ， .70以上の相関のあ

る項目は存在しなかった。したがって 3項目

について因子分析を行った。

因子分析は，主因子法を用いて行った。その
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Table 8 r予防的教育活動の充実jに関する項自の因子分析結果(主因子法)

項目
いじめを防止するための教青指導が継続的に行なわれていた
心理教育(グループエンカウンターやピアサポートなど)が積極的に導入されていた
薬物乱用に関する教育指導が継続的に行なわれていた
教育相談が継続的に行なわれていた

スクールカウンセラ一、心の教室相談員が積極的に利用されていた
暴力を防止するための教育指導が継続的に行なわれていた
性教育が計画的に行なわれていた

国子 I 共通産
.65 .43 
.60 .35 
.55 .30 
.52 .27 
.47 .22 
.42 .18 
.40 .16 

α夜薮
固有値
寄与率

.71 
1.91 

27.33 

Table 9 r学校の規則の特徴Jに関する項呂の因子分析結果(最尤法・プロマックス回転)

項目 因子 I国子E 因子m共通性
因子 1:規則への生徒のコミットメント
規則の決定、変更において生徒の意見が取り入れられていた .00 一.12 1.00 
規則には生徒的の意見が反映されていなかった 一.12 .06 .33 
規則が定期 に見直される機会があった 一.04 .23 .42 
規則について生徒と話し合いをする機会がもたれていた 一.17 .31 .32 

因子n:規則の明確性
規則はあいまいで‘あった

-03F-LaT4BH3 Z E 
.19 .69 

規則で守られるべき内容が明確で、あった 一.05 .10 .55 
生徒にとって規則は分かりやすしもので、あった .03 .20 .31 

因子を盟守:規っ則ての適切な運用
規則 いることに対して、よいフィードパックがされていた 一.06 -07.7q E E 

.43 
規則が生徒に意識されるように試みられていた .11 .17 主46 .57 
規則の運用について教職員間で共通理解が図られていた .03 .33 .41 

α係数 .73 .73 .71 
因子寄与率 23.07 19.62 7.61 
累積寄与率 36.15 53.02 63.19 
因子間相関
因子 I .26 .53 
lZSl子証 .43 

結果， 3項目因子が抽 出 さ れ た (Table5)。

因子名は， r学習指導の充実Jとした。尺度につ

いて，クロンパックの α係数により信頼性の検

討を行った。その結果，因子の α係数は， .70 

であり，一定の信頼性が示された。

2) 共同的な学習経験に関する項目

共同的な学習経験に関する 4項目について，

総項目関相欝を算出したところ， .70以上の相

関のある項目は存在しなかった。したがって， 4

項目全てについて因子分析を行った。

因子分析は，主因子法を用いて行った。その

結果， 4項目， 1調子が抽出された (Table6)。

因子名は， r共同的学習の充実j とした。尺度に

ついて，クロンパックの α係数により信頼性の

検討を行った。その結果，因子の α係数は， .70 

であり，一定の信頼性が示された。

3) 特別活動・課外活動に関する項目

特別活動・課外活動に関する 4項目について，

総項目間相関を算出したところ， .70以上の相

関のある項目は存在しなかった。したがって， 4 

項目全てについて因子分析を行った。

因子分析は，主因子法を用いて行った。その

結果， 4項自， 1因子が抽出された。 (Table7)。

因子名は， r特別活動・課外活動の充実jとした。

尺度について，クロンパックの α係数により信

頼性の検討を行った。その結果，因子の α係数

は， .76であり，一定の信頼性が示された。

4) 予防的教育活動に関する項目

口。
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特別活動・課外活動に関する 8項目について，

総項目間相穏を算出したところ， .70以上の相

関のある項目は存在しなかった。したがって， 8 

項自全てについて因子分析を行った。

因子分析は，主因子法を用いて行った。その

結果， 7項目 因 子が抽出された (Table8)。

因子名は予抗的教育活動の充実j とした。尺

度について，クロンパックの α係数により信頼

性の検討を行った。その結果，因子の α係数

は， .71であり，一定の信頼性が示された。

( 5 )学校の規郎に関する項目

学校の規員IJの特徴に拐する 14項自について，

総項自問相関を算出したところ， • 7'0以上の相

関のある項目は存在しなかった。したがって，

14項毘全てについて因子分析を行った。

因子分析は，最尤法を用いて，さらにプロマ

ックス自転を行った。因子負荷量が.35以下の

項目 2民子以上にわたって因子負荷量が.35

以上の項目を削除しながら検討を加えた結果，

10項自， 3因子が抽出された (Table9)。

因子 Iは， 4項目からなる。これらは，規則

への生徒の意見の反映等を示す項目である。よ

って，因子 iは， r生徒の規則へのコミットメン

トJと命名した。因子 Eは， 3項目からなる。

これらは，境問jの明確さに関する項目である。

よって因子Eは規則の明確性j と命名した。

因子顕は 3項目からなる。これらは，規制の

運用に関する項密である。よって，因子却は，

「焼員IJの適切な運用」と命名した。

各下位尺度について，クロンパックの α係数

により信頼性の検討を行った。その結果， r生徒

の規則へのコミットメント Jr規則の明確性Jr規
則の適切な運用 j の α係数はそれぞ

れ， .73， .73， .71であり，一定の信頼性が示さ

れた。

2.非行行動の程度による学校概要の差の検定

非行行動の程度による学校要因の差の検定す

るために学校地涯の特徴j， r学校地区の犯罪

問題・非行問題J，r保護者の学校教育への関心j

それぞれについて x2検定，もしくは一元配

量分散分析を行った。有意差が認められたのは，

「学校地区の特徴j のうち普からの住宅地J

と「暴力型非行j の間にのみ有意な差が認めら

れた (x2ご 6.04，pく .05)。すなわち，昔から

の住宅地が存在する地域は「暴力型非行j を示

す生徒の割合が少ないことが示された。

また学校地区の犯罪問題・非行問題Jでは，

f暴力型非行J([(96)ご 2.50，pく .05) と， r非

行行動全体J(F(2， 95) = 5.48， pく .01) に有意

差が認められた。 f暴力型非行j を示す生徒が

5%以上であった学校では，学校地区の犯罪問

題・非行問題がより深刻であったことが示され

た。「非行行動全体Jでは，多重比較の結果 r5

""10%J であった学校は r5~も未満j の学校よ

りも，学校地rzの犯罪問題・非行問題がより深

刻であったことが示された。

これらの項目以外には有意差は認められな

かった。

3.非行行動の程度による学校経営上の特徴の

差の検定

非行行動の程度による学校経営上の特徴の差

を検定するために，各非行行動群について，学

校経営上の特徴に関する各下位尺度について，

t検定もしくは一元配置分散分析を行った。有

意差が認められたのは，以下の項目である O

「飲酒喫煙型非行jでは， r積撞的・援助的態

度Jr相互コミュニケーションJr研修の充実」

に存意差が認められた (F(2， 95) = 7.45， p 

< .001 ; F(2， 95)コ 8.87，P < .001 ; F (2， 95)ご

2.91， P < .010) 0 多重比較の結果， r積極的・援

助的態度Jr相互コミュニケーションJでは，

r10%以上Jの群は，得点が有意に低いことが

示された。 f研修の充実j では， f10%以上j の

群は r5%未満j の群よりも得点が有意に低い

傾向が示された。

「窃盗型非行j では， r積極的・援助的態度j

f相互コミュニケーションJに有意差が認めら

れた ([(96)=2.12， p < .05; [(96)= 2.11， p < .05)。

「積極的・援助的態度Jr相互コミュニケーショ

ン」ではは%未満j 群は， r5%以上J群より

も得点が有意に高いことが示された。

「非行行動全体jでは積極的・援助的態度j
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「相互コミュニケーションJf研修の充実jに有

意差が認められた (F(2，96) = 6.97， pく .01;F 

(2， 96) = 10.17， P く .OOLF (2， 96) = 5.88， p 

< .01) 0 多重比較の結果積撮的・援助的態度j

「相互コミュニケーションJr研修の充実jでは，

flO%以上j 群は，得点が有意に低いことが示

された。

4.非行行動の程度による学校内の人間関係の

差の検定

( 1 )非行行動の程度による教師間関係の差の

検定

非行行動の程度による教師間関係の差を検定

するために，各非行行動群ごとに「教部の同僚

性J得点について 検定もしくは一元配置分

散分析を行った。有意差が認められたの以下の

項目についてである。

「飲酒喫煙型非行Jでは，有意差が認められ

た (F(2，94) = 7.62， Pく .001)。多重比較の結

果， r10%以上j 群は，得点が有意に低いこと

以上j 群よりも得点が有意に低いことが示され

fこ。

「非行行動全体j では，有意差が認められた

(F (2， 93) = 5.88， pく .01)。多重比較の結果，

f10%以上j 群は f5%未満j 群よりも得点が

有意に高いことが示された。

( 3 )非行行動の程度による教師・生徒間関係、

の差の検定

非行行動の程度による教師・生徒間関係の差

を検定するために，各非行行動群ごとに f教師・

生徒間の肯定的関係J得点について t検定も

しくは一元配置分散分析を行った。有意差が認

められたの以下の項目についてである。

「飲酒喫煙型非行」では，有意差が認められ

た (F(2，93) = 10.45， P < .001)。多重比較の結

果， f10%以上J群は，得点が有意に低いこと

が示された。

f暴力型非行j では，有意差が認められた

(ポ93)=2.41， P < .05) 0 f 5 %未満」群は， f5% 

以上j 群よりも得点が有意に高いことが示され

が示された。 た。

「窃盗型非行」では，有意傾向が認められた 「窃盗型非行j では，有意差が認められた

(ポ96)=1.95， P < .10)0 f5%未満」群は， r5% 

以上j 群よりも得点が有意に高いことが示され

た。

「非行行動全体Jでは，有意差が認められた

(F (2， 96) = 4.78， P < .05)。多重比較の結果，

f10%以上J群は，得点が有意に低いことが示

された。

(2 )非行行動の程度による生徒賠償係の差の

検定

非行行動の程度による生徒間関係の差を検定

するために，各非行行動群ごとに「生徒関の否

定的関係j 得点について t検定もしくは一元

配置分散分析を行った。有意差が認められたの

以下の項巨についてである。

「飲酒喫煙型非行j では，有意差が認められ

た(F(2，92) = 3.90， p < .05) 0多重比較の結果 3

f10%以上J群は，得点が有意に高いことが示

された。

f窃盗型非行」では，有意差が認められた

(1(93)= -2.05， p < .05) 0 r 5 %未満j群は 1 f5% 

(t(94)= 2.86， p < .01) 0 r 5%未満J群は， f5% 

以上J群よりも得点が有意に高いことが示され

た。

「非行行動全体Jでは，有意差が認められた

(F(2， 94) = 14.13， pく .001)。多重比較の結果，

f10%以上」群は，得点が有意に低いことが示

された。

5.非行行動の程度による教育内容の差の検定

非行行動の程度による教育内容の差を検定す

るために，各非行行動群ごとに f学習指導の充

実J，r共同的学習の充実J，r特別活動・課外活

動の充実J，r予助的教育活動j の各得点につい

て，t検定もしくは一元配置分散分析を行った。

有意差が認められたの以下の項目についてであ

る。

f欽溜喫煙型非行jでは， r特別活動・課外活

動Jに有意差が認められた (F(2，94) = 5.98， p 

< .01)。多重比較の結果， f10%以上j の群は，

得点が有意に低いことが示された。

ハu
q
J
 



f暴力型非行jでは予防的教育活動Jiこ有

意差が認められた(ポ95)=2.18， pく .05)0 f予

防的教育活動j では， r5%未満J群は， f5%以

上j群よりも得点が有意に高いことが示された。

「窃盗型非行j では， r共同的学習Jr特別活

動・課外活動Jに有意差が認められた(t(95)= 

2.49， pく .05; t(95)ご 3.43，p く .001)。多重比

較の結果， r共間的学習Jr特別活動・課外活動j

では， r5%未満j 群は r5%以上J群よりも得

点が有意に高いことが示された。

「非行行動全体Jでは特別活動・課外活動j

「予防的教育活動jに有意差が認められた (F(2，

95) = 5.21， p < .01 ; F(2， 96) = 3.93， p < .05)。

多重比較の結果， r特別活動・課外活動j では，

rl0%以上j群は，得点が有意に低いことが示

された。「予防的教育活動Jでは， r10%以上J

群は， f5%未満j 群よりも得点が有意に低いこ

とが示された。また共同的学習jに有意傾向

が認められた (F(2，95) = 3.06， p < .10)。多重

比較の結果共同的学習j では， r10%以上j

群は， f5%未満J群よりも得点が有意に低い傾

向が示された。

6.非行行動の程度による学校の規則の特徴の

差の検定

非行行動の程度による学校経営上の特徴の差

を検定するために，各非行行動群ごとに学校の

規則の特徴に関する各下位尺度について t検

定もしくは一元配置分散分析を行った。有意差

が認められたの以下の項目についてである o

f飲酒喫煙型非行jでは規則の適切な運用j

に有意差が認められた (F(2， 94) = 3.42， p 

< .05)。多重比較の結果， fl0%以上j群は f5

'"'-'10%J群よりも得点が有意に低いことが示さ

れた。

f窃盗型非行jでは， f規則の明確性jに有意

差が認められた(ポ95)=2.15， p < .05) 0 f規則

の明確性j では， f5%未満j 群は， f5%以上j

群よりも得点が有意に高いことが示された。ま

た， f規制の適切な運用Jに有意傾向が認められ

た(ポ95)=1.89， p < .10) 0 f規則の適切な運用j

では， r5%未満j 群は f5%以上j 群よりも得

点が有意に高い傾向が示された。

「非行行動全体j では規則の適切な運用j

に有意差が認められた (F(2， 95) = 3.53， pく.

05) 0 多重比較の結果， r規則の適切な運用Jで

は， fl0%以上j 群は f5ちも未満j 群よりも得

点が有意に低いことが示された。

7. 関連要因が非行行動の程度に与える影響

学校経営上の特徴と「学校内の人間関係、j， r教
育内容J， f学校の規則j の特徴のそれぞれが非

行行動の程度に与える影響を明らかにするため

に非行行動全体」の程度を従属変数とし，学

校経営上の特徴の各下位尺度を独立変数学校

内の人間関係J， r教育内容J，r学校の規則」各

尺度を個別に媒介変数とする仮説を用いた。そ

の仮説を元に重回帰分析を(ステップワイズ法)

を繰り返し行うことによりパス係数を求めた。

「学校内の人間関係j を媒介変数としたi除

「積極的・援助的態度Jf相互コミュニケーショ

ンJf研修の充実」から「教師・生徒|習の肯定的

関係Jに正のパスが示された。また教師・生

徒関の肯定的関係j から「非行行動全体Jの程

度に負のパスが示された (Fig.1)。

J教育内容jを媒介変数としたj探積極的・

援助的態度」から「特別活動・課外活動J，r研
修の充実Jから「予防的教育活動」に正のパス

が示された。また特別活動・課外活動Jr予
防的教育活動から「非行行動全体j の程度に負

のパスが示された (Fig.2)。

f学校の規則の特徴j を媒介変数とした際，

f積極的・援助的態度Jf相互コミュニケーショ

ンJから f規則の適切な運用j に互のパスが示

された。また規則の適切な運用jから「非行

行動全体j の程度に負のパスが示された (Fig.

3)。

考察

1.項目の分析について

( 1 )非行行動の程度の分類

結果では，非行行動多発期において，非行行

動を示した生徒の割合は， 5%未満であると約半

句

3
ム

q
J
 



Figl学技館営上の特徴幽学校内の人間関係、と手財7行動の

程度へのパス解析の結果

lr 
l制限 「

Fig2学校経営上の特徴・教育内容と桝予行動の

程度へのパス解析の結果

日g.3学校経営上の特徴・学校の規制の特徴と桝子行動の

程度へのパス解析の結果

数の教員が報告した。この結果から，非行行動

多発期においても，非行行動を示す生徒は，少

数であると多くの教員が捉えていることが示さ

れ た O これは Coben，Weiss， Mulvey， 

Dearwater (1994)が，校内暴力の予防におい

て，最も高いリスクにある者へ資源を配分すべ

きであると指摘したことを支持するものである。

一方で，森下 (2004)の調査では，ある学校に

おいて飲酒・喫煙を報告した生徒の割合は

24.2%であり，教員が把握していない生徒の非

行行動の可能性も考慮する必要がある。

2.学校概要と非行行動の程度の鑓連

学校地区の特徴，犯罪問題・非行問題と非行

行動との関連では，特に暴力型非行との関連が

克られた。このことは，暴力問題を中心とした

非行問題を地域の問題としてとらえる i必要性を

示した Cornell& Loper (1998)の指摘と一致

する。また Dusenbury， Falco， Lake， 

Brannigan， Bosworth (1997)が，有効な暴力

予防プログラムの一つの核が「家庭，仲間，メ

ディア，地域を含む，総合的で多面的なアプロ

ーチJであるとしたことと一致する。すなわち，

学校教青において非行予防プログラムを実施す

る際には，その学校のおかれている地域の暴

力・非行問題が生徒の非行行動にどのような影

響を与えているかを考慮し，地域を含めた多面

的なアプローチを行うことの重要性を示唆する

結果である。

3.学校経営上の特徴と非行行動の程度の関連

学校経営上の特徴と非行行動の程度との関係

を検討した結果積極的・援助的態度Jr棺互

コミュニケーションJr校内研修の充実j全てが

非行行動全体の割合と関連していることが示さ

れた。教職員の f積極的・援助的態度j が非行

行動に与える影響については， Mayer(1995)が

報告した建設的な規律によるアプローチjに

おける，教職員間の支援の強化することの重要

性の指摘と一致する。

また相互コミュニケーションJと非行行動

の関連は，非行行動への対応におけるチームに

よるアプローチの重要性 (Stephens，1994)， 

教職員間の連携の重要性を示す結果として捉え

られる。

「校内研修の充実j と非行行動の関係につい

ては，これまでの予防プログラムにおいて，プ

ログラム実施の初期段階において職員の研修の

実施がなされている(例えば， Orpinas， Kelder， 

Murray， Fourney， Conroy， McReynolds， & 

Peters， (1996))。今回の結果は，非行行動の予

防において，教育相談，生徒指導に関する校内

研修だけでなく，学習指導等の校内研修の重要

性を示唆するものとして捉えられる o McEvoy 

& Welker(2000)は，反社会的行動と学業の失敗
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との関連を検討し，反社会的行動の予防におい

て，学業向上プログラムの重要性を指摘してい

る。

4.学校内の人関関係、と非行行動の程度の関連

( 1 )教師間関係、と非行行動の程度の関連

教師の同僚性と非行行動の程度との関係を検

討した結果，非行行動全体において，特に非行

行動が多発している学校ほど教師の同僚性が低

いことが明らかとなった。この結果は，非行行

動が多発する学校では，その教育の図難さから

教師の同僚性が低くなることを示す結果として

捉えられる。また，逆に教師簡の向僚性を高め

ることが非行行動の予防に寄与することを示す

結果としても捉えることができる。これは，

Mayer (1995)が，反社会的行動が多発する学

校の特徴のーっとして，管理職から教職員への

支援のなさ，職員同士の支援の低さ，職員間で

の方針の不一致を指檎し，教職員間の支援を高

めるプログラムを用いて，反社会的行動を減少

させた結果と一致するものである。

(2 )生徒間関係と非行行動の程度の関連

生徒間関係と非行行動の程度との関連を検討

した結果，非行行動全体において，非行行動が

少ない学校において「生徒間の否定的関係Jの

f尋点が{民いことが明らかとなった。このことは，

肯定的な生徒間関係を構築するためのアプロー

チが非行予防において有効であることを示唆す

るO 例えば，押切 (2001) の「非行予防エクサ

サイズj においても，生徒間の肯定的な関係を

育成することを通して非行行動を予紡する試み

がなされていることもこの結果と一致する。

( 3 )教師・生徒関関係と非行行動の程度の関

連

教師・生徒間関係と非行行動の程度との関連

を検討した結果，全ての非行行動の程度との間

に関連が示された。これは， 2つのことを表し

ていると捉えられる。第一に，肯定的な教師・

生徒間関係が非行行動の予防に寄与するという

ことである。森下 (2004)の生徒を対象とした

調査では，非行行動と生徒・教師間の人間関係

の間では関連が示されなかった。しかし，今回

の調査結果は，それとは逆の結果を示すことと

なった。これは，生徒と教師の間の生徒・教師

間関係について，認識に差異があることを示す

ものとして捉えられる。

第二に，非行行動が多発する学校ほど教師・

生徒関の肯定的な関係を構築することが閤難に

なることを示す結果としても捉えられる。非行

行動の多発により，教師が罰則的な指導を行う

機会が増え，肯定的な教師・生徒間関係を構築

することが図難になることが推測される(Bear，

1998)。

5. 教育内容と非行行動の程度の関連

教育内容と非行行動の程度の関連を検討した

結果，各非行形態において異なった結果が示さ

れた。

飲酒・喫煙型非行と関連が示された項iヨは「特

別活動・課外活動」であった。この結果からは，

特別活動・課外活動の充実が，生徒の飲酒・喫

煙行動の予防に寄与すると考えられる O 飲酒・

喫煙を非行行動として捉えた場合，非行行動と

両立しない，健全な活動に生徒を従事させるこ

とが，非行行動の発現を抑止すると指摘した

Hirschi (1969) の指摘と一致する。

暴力型非行と関連が示された項目は「予防的

教育活動」であった。このことは，暴力の予防

においては特に，系統的な暴力予防のためのカ

リキュラムが必要であることを示唆する。

Coben， et al.(1994)は，校内暴力の予防におい

て，小学校から高校を通じて，葛藤マネージメ

ントとピアメディエーションを教える，一貫し

た発達的・文化的に敏感なカリキュラムを設定

することの重要性を指摘している。今回の調査

の結果は，この指摘を支持するものであり，学

校教育において，暴力予防のためのカリキュラ

ム開発が必要であることを示唆する。

窃盗型非行と関連が示された項自は特別活

動・課外活動Jと「共同的学習Jの 2つであっ

た。特定IJ活動・課外活動の充実に関しては，飲

酒・喫煙型非行と同様に，向社会的な活動に従

事することが，非行行動を抑制すると考えられ

る。共同学習と非行行動の関連では， Battistich， 
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et a1. (I995)が患いやりの共同体としての

学校J(School as Caring Communi ty) の一環と

して，共同学習の機会を提供し，愛他的行動や

向社会的行動への動機づけを高めたことを報告

している G しかし，今回の結果では，飲酒・喫

煙型非行や暴力型非行ではなく，窃盗型非行と

の間に関連が示された。この点については，さ

らに検討する必要があると考えられる。

非行行動全体と関連が示されたものは， r共同

的学留j， r特別活動・課外活動J， r予防的教育

活動j の 3つで、あった。これは先に述べた各非

行形態との関連を示す結果として捉えられる。

6.学校の規則の特徴と非行行動の程度の関連

学校の規則の特徴と非行行動の程度の関連を

検討した結果，規員IJの適切な運用が非行行動の

予防に寄与しうることが明らかとなった。これ

は，これまでの規則の運用と非行行動の予防に

ついての指摘と一致する (Mayer，2002 ; Bear， 

1998)。適切な規則の運用に含まれる項自は， r適
切なフィードバック J，r生徒への意識づけJ，r教
職員開での共通理解」の 3つである。すなわち，

規則において教職員間，生徒間，教職員・生徒

間の 3つの関係、において適切に運用されること

が非行行動の予防に寄与することが示された結

果として捉えられる。これは， r教職員間で共通

理解された規則が，生徒にも常に意識されるよ

う配慮され，それが守られていることを正当に

評価するj ということが非行予防のための方略

となることを示唆する。これは， Sugai & 

Horner(2002)の「背定的な学校風土Jrpositive 

Behavior SupportJの方略と一致する。

7. 関連要因が非行行動の程度に与える影響

学校経営上の特徴，学校内の人間関係の検討

では，教師・生徒間関係が非行行動の程度に強

く影響していることが明らかになった。また，

教師・生徒間関係に影響を与える学校経営上の

特徴については積極的・援助的態度J，r相互

コミュニケーションJ，r研修の充実Jの 3つ全

てが関連していることが明らかとなった。この

結果か仏教師・生徒間関係を高めるためには，

教師・生徒間の個人的な関係、だけではなく，教

師間の生徒についての情報共有や研修による専

門性の向上等が有効であることを示す結果とし

て捉えられる。

学校経営上の特徴，教育内容の検討では特

別活動・課外活動Jと f予防的教育活動j が非

行行動の程度に強く影響していることが明らか

になった。また特定IJ活動・課外活動jに影響

を与える学校経営上の特徴については積極

的・援助的態度j であり， r予防的教育活動」に

影響を与える学校経営上の特徴は， r研修の充

実j であることが明らかとなった。このことか

ら特別活動・課外活動を充実させるためには，

教職員間の積極的な態度，互恵、的な態度が必要

であることが示唆された。これに関しては以下

のように考察される o すなわち特別活動・課

外活動Jは，学級や学年の枠を超えた活動がそ

の中心となる。これらの活動を充実させるには，

教職員が学年等の枠を超えて，互いに援助的な

役割をし，生徒に関する惜報交換を行うことが

重要であることを示す結果として捉えられる。

予防的教育活動に影響を与える要因として校

内研修の充実が示された。このことは，予防的

教育活動を積極的に行うためには，教職員の専

門性を高めるための校内研修が必要であること

を示唆する結果として捉えられる。 Orpinas，et 

a1. (1996) の暴力予防プログラムの実施過程

において校内研修(教師トレーニング)を初期

の段階に位置づけ，教師の専門性とプログラム

への理解を深めることを自的としていることと

も一致する。

学校経営上の特徴，規則の特徴の検討では，

「規則の適切な運用Jが非行行動の程度に強く

影響していることが明らかになった。また規

則の適切な運用j に影響を与える学校経営上の

特徴は， r r積極的・援助的態度Jr相互コミュニ

ケーション」であることが示された。この結果

から，規則の適切な運用のためには，教職員間

の積極的な態度とコミュニケーションが必要で

あることが示唆される。これは，規則の運用に

おける教職員開の共通理解の重要性と関連して

いると考えられる。すなわち，教職員間の共通
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理解を図るためには，積極的なコミュニケーシ

ョンが必要であり，またその中で，規則の問題

点やその運用について情報交換することが不可

欠であると考えられる。また， Mayer(2002)は，

規則の運用は，教職員全員の共通の糞任ゆえに，

教職員開のサポートの重要性を指摘している。

総合的考察と今後の課題

本研究の結果，①学校概要，②学校経営上の

特徴，③学校内の人間関係，④教育内容，⑤学

校規律のそれぞれの特徴について関連が示され

た。

その中で特に示唆的であったのは，教育内容

に関連する項目との関連である。他の特徴の多

くが，各非行行動に開様に関連していた一方で，

教育内容に関する項Eは，非行行動ごとに異な

る関連を示した。飲溜・喫:埋型非行に関連した

のは特別活動・課外活動Jであり，暴力型非

行に関連したのは， r予防的教育活動」であり，

窃盗型非行に関連したのは共同的学習」と f特

別活動・課外活動j であった。このことは，非

行行動を予防する試みにおいて，その標的とす

る非行行動によって重視すべき点が異なること

を示唆する。例えば，飲j霞・喫煙型非行を予防

する際には特別活動・課外活動jが重視すべ

き点になると言うことである o このことは，各

学校において多発する非行行動の種類の差異を

考患する際，非常に重要な点である。

また，暴力型非行に関連する項目は，他の非

行行動よりも少なく， r学校地区の特徴J， r教
師・生徒間関係、J， r予i坊的教育活動」の 3つで

あった。このことは，暴力型非行の予防につい

て，以下の 2点を示唆する。第一に，暴力行動

の予防においては，学校における系統的で意図

的な予防教育活動が必要であるという点である。

これは先述したとおり，直接的な暴力予防カリ

キュラムの重要性を指摘する結果として捉えら

れる。第二に，非行行動は，学校を含めた地域

の問題として捉えることの重要性 (Cornell& 
Loper， 1998)) である。すなわち，暴力行動の

予防においては，学校内での試みだけでなく，

地域との連携が必要であることを示唆する結果

として捉えられる。

今後の課題は，以下の 3点である。第一に，

今回の調査は，非行行部jの多発期における中学

校の特徴を質問する形式を取った。それゆえ，

非行行動が少なかった時期については雷及され

ていない。非行行動を予防する学校の特徴をよ

り明らかにするためには，非行行動の少なかっ

た時期について，その学校の特徴を明らかにす

る必要があると考えられる。第二に，今回の調

査では回想、法の形式を取った。それゆえ，特定

の学校の特徴を明らかにしたものではない。特

定の学校において，その時系列的な分析を行う

ことが，非行行動を予防する学校の特徴をより

明らかにすると考えられる。すなわち，特定の

学校にある程度勤務した教職員を対象としたイ

ンタピ、ュー調査などから，非行行動の多発期，

少なかった時期，またその過渡期における学校

の特徴を明らかにすることが考えられる。第三

に，今回の調査は教職員を対象としたものであ

った。それゆえ，教職員特有のピリーフが，結

果に影響を与えたことも考えられる。調査結果

の妥当性を高めるためには，教職員だけでなく，

生徒や保護者などを対象とした調査も有効で、あ

ると考えられる O 学校教育に関与する様々な関

係者の視点から，非行行動を予防する学校要因

の特徴を明らかにしていくことが今後さらに必

要である。
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A Study of the school factors for preventing students' delinquent behavior: 

An analysis of the school factors which had many students' delinquent behavior problems 

Go MORISHITA 

Ichiko SHOJI 

The purpose of this article is to identify the school factors that prevent students' delinquent 

behavior. For this purpose， the questionnaire was administered to teachers in seven junior 

high schools and the 103 samples were analyzed. The degree of students' delinquent behavior 

and five school factors (school outline， school management， human relationships， curriculum， 

and school discipline) was analyzed. 

School outline included school size， school district and parental committee. School 

management included teachers' aggressive and sportive attitudes， mutual communication， 

and fullness of trainings. Human relationships included the relationships between teachers， 

students-teachers relationships and relationships between students. Curriculum included 

cooperative study， special activities and club activities， and preventing activities. School 

discipline included students' commitment for the rules， clear rules and consequences of the 

rules. 

On the school outline factors， school district factor was significantly correlated with 

students' violent behavior. On the school management factors， all three factors were 

significant1y correlated with the students' delinquent behavior. On the curriculum factors， all 

three factors were significantly correlated with the students' delinquent behavior. Especially， 

preventing activities was significantly correlated with students' violent behavior. On the 

school discipline factors， consequences of the rules were significantly correlated with the 

students' delin屯uentbehavior. 

The results of multiple regression analysis showed that the students-teachers relationships， 

special activities and club activities， preventing activities， and consequences of the rules 

were significantly correlated with the students' delinquent behavior. Three school 

management factors contributed to the former four factors. Based on the study's findings， the 

strategies for preventing students' delinquent behavior in the schools were discussed. 
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